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大阪府

○大阪府ではこれまで実施してきた精神障がい者の地域移行にかかる取り組みの効果について検証し、平成28年10月に
大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会精神障がい者地域移行推進ワーキンググループにおいて報告書を
取りまとめました。

○平成29年度からの3年間で、入院期間1年以上の寛解・院内寛解患者の完全解消をめざし集中的な取り組みを行います。
精神科病院職員の退院促進に関する理解促進や、退院の可能性のある患者を市町村自立支援協議会専門部会等に
つなぎ、市町村の地域移行推進体制の構築を支援します。

平成28年度 第２回 精神障害者の地域移行担当者等会議「事前課題」シート

精神障がい者の地域移行を促進するため、
精神科病院・市町村・大阪府それぞれの役割を明確にし、

新たな地域のネットワークを構築します
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取組内容

H29年度から3年間で、1年以上寛解・院内寛解患者の完全解
消を目指す取り組みを行います。精神科病院職員の退院促進に
関する理解促進や、退院の可能性のある患者を市町村自立支援
協議会専門部会等につなぎ、市町村の地域移行推進体制の構築
を支援します。

基本情報（政令市2市含む）

障がい保健福祉圏域数（H29年1
月末）

18カ所

市町村数（H29年1月末） 43市町村

人口（H28年7月1日現在） 8,837,996人

精神科病院の数（H28年6月末） 63病院

精神科病床数（H28年6月末） 18,546床

入院精神障がい者数
（H28年6月末）

3か月未満：3,957人（24.2％）

３か月以上１年未満：2,565人（15.7％）

１年以上：9,823人（60.1％）

うち65歳未満：4,114人

うち65歳以上：5,709人

退院率（H2８年6月末）

入院後３か月時点：61.4％

入院後６か月時点：83.7％

入院後１年時点：91.0％

相談支援事業所数（H28年4月1
日現在）

基幹相談支援センター：35カ所

一般相談事業所数：340

特定相談事業所数：720

障がい福祉サービスの利用状況
（H27.4.1～H28.3.31）

地域移行支援サービス：74人

地域定着支援サービス：185人

保健所（H29年1月末） 18カ所

自立支援協議会の開催頻度（H28
年度）

３回／年

精神障がいにも対応した地域包括
ケアシステムの構築に向けた保
健・医療・福祉関係者による協議
の場の有無と数

都道府県 有 １カ所

障害保健福祉圏域 無 ０カ所

市町村 有 31カ所

精神保健福祉審議会 過去5年間に開催実績なし

１１ 大阪府の基礎情報大阪府の基礎情報

大阪府
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大阪府

・平成29年1月～29年5月頃
第7次大阪府保健医療計画（府域版）の策定作業を実施（大阪府健康医療部
地域保健課が中心）。精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
に向けた取組や、精神医療圏の協議の場についての検討を行う予定。

・平成29年6月頃～30年3月頃
第7次大阪府保健医療計画（圏域版）の策定作業を実施（政令市・中核市を
含む保健所が中心）。精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
に向けた取組や、精神医療圏の協議の場についての検討を行う予定。

・平成29年度～平成31年度
1年以上入院している寛解・院内寛解状態にある患者の完全解消をめざし、
「長期入院精神障がい者の退院促進事業」を実施。具体的には、地域精神医
療体制整備広域コーディネーター(府非常勤職員)を2次医療圏ごとに配置し、
精神科病院職員の研修支援や、退院の可能性のある患者を把握し市町村の
自立支援協議会専門部会等につなげ、関係機関が協働で取り組む体制を支
援する。

22 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）
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大阪府

関係機関の役割

市町村ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠

（枚方市の場合 中核市1市1圏域）
枚方市自立支援協議会精神障害者地域生活支援部会（総合支援法第89条の３）

協議の内容

• 対象者を把握し地域移行へのきっかけづくりとして、圏域内の精神科病院の入院患者に対して訪問面
接を実施

• 訪問面接対象者のうち継続支援をしている方への地域移行・地域定着に関する情報共有と課題検討
• 市民啓発、研修
• 地域移行、定着に関する施策検討 等

協議の結果としての成
果

• 自立支援協議会の部会として、圏域内の精神科病院の長期入院患者に訪問面接を実施し、働きかけを
行っている。訪問面接には3障がいの支援スタッフだけではなく、高齢者の支援を行う事業所のス
タッフも部会メンバーとして参加している。

障害保健福祉
圏域ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠

協議の内容

協議の結果としての成
果

都道府県ごとの
保健・医療・福
祉関係者による
協議の場

協議体の名称
設置根拠

大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会精神障がい者地域移行推進ワーキンググループ（総合
支援法第89条の3）

協議の内容

• 市町村の協議の場の設置・開催状況の把握
• 市町村自立支援協議会専門部会で協議された地域課題を集約し、市町村単位での解決が難しい広域的
な課題について検討

• 医療、住宅等関連部署との連携
• 精神科在院患者調査を実施し、データを加工・分析し、関係機関へ提供 等

協議の結果としての成
果

• 平成27年度～28年度に国の検証事業を活用し事業実施。事業検証を踏まえて、平成28年10月に報告
書を取りまとめた。

３３
精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）

（長期入院精神障がい者の退院促進について協議する場の例）
精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）

（長期入院精神障がい者の退院促進について協議する場の例）
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大阪府

４４ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

・平成12年度から平成23年度まで退院促進支援事業を実施し、府の保健所で
は保健・医療・福祉の関係者からなる自立支援促進会議を開催し、病院から
推薦のあった患者の退院に向けた支援や社会資源の充実等について検討して
いた。

・平成24年度の自立支援法改正に伴い、自立支援促進会議は廃止し、府は精
神障がい者の地域移行を検討する専門部会を市町村自立支援協議会に設置す
るよう要請した。

・現在の医療計画では、保健所において市町村や関係機関等の参画を得た地域
連携に係る新たな連携協議の場を設定することが目標となっており、これま
では主に自殺対策や依存症対策について検討をしてきた。

・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、各関係機関
の役割や実施内容、実施主体等の整理・検討を、第7次大阪府保健医療計画
の策定作業の中で行う。
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１．27年度～28年度に実施した検証事業に基づいて、大阪府自立支援協議会地域支援推進部会精神障がい者地域移行推進ワーキンググループにおいて、
報告書を取りまとめ、地域移行に関わる関係機関の役割について明確にした。

２.  精神保健医療に係る連携・協議の場が既に保健所に設置されており、保健・医療・福祉等関係機関が参画している。

大阪府

特徴（強み）

５５ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題

１．精神障がい者地域移行アドバイザーの個別の働きかけから退院した患者の増加（平成27年度 11名 → 平成28年度9月末まで 11名）
２．精神科病院職員の地域移行に関する理解の促進（院内研修実施病院 平成27年度 25病院41回 → 平成28年度実施予定病院30病院）
３．市町村自立支援協議会に専門部会の設置を促進（平成27年度 26か所 → 平成28年度 30か所）

１．29年度から３年間、府内の精神科病院に1年以上入院している寛解・院内寛解患者の完全解消を目指す集中取り組みを実施。２次医療圏ごとに地域精
神医療体制整備広域コーディネーターを配置し、新たなネットワークを構築していく。退院後、再入院せずに地域生活を送るための医療・福祉サービスを
確保し、地域定着を推進する体制も含めた地域包括ケアシステムの構築が必要である。

２．精神保健医療にかかる連携・協議の場は現在自殺対策や依存症対策を中心に実施。今後地域包括ケアシステムの構築に向けた協議を行うための整
理が必要。

３．2次医療圏において、精神医療・保健・福祉の協議の場がない。

課題

指標の推移 平成25年度 平成26年度 平成27年度

１年以上の精神科病院在院患者数 （各年6月30日現在） （人） 10,585 10,018 9,906

地域移行支援利用者数（各年度）（人） 44 95 74

ピアサポーターの養成者数※（実人数）（人）
※ピアサポーターの養成を目的とした取組を実施している場合

― ― ―

ピアサポーターの活動者数（実人数）（人） 106 135 126

平成２８年度の目標と達成状況の方向性（暫定評価）
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大阪府

時期（月） 実 施 内 容 担 当

1. H29.4～
H32.3

2.H29.1～
H30.3

1年以上入院中の寛解・院内寛解患者の完全解消を目指すための集中取り
組みを実施し、地域移行のネットワーク構築を目指す。
○精神科病院スタッフの地域移行に関する理解促進
○地域移行の可能性のある入院患者の把握
○市町村（協議会等）へ対象者をつなぎ、関係機関の連携・協力によ
るケース検討体制の構築

第7次大阪府保健医療計画の策定に合わせ検討を行っていく予定。

地域精神医療体制整備
広域コーディネーター
ピアサポーター

６６
精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール
精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール

１．29年度から3年間の集中取り組みを行い、1年以上入院中の寛解・院内寛解患者の完全解消を目指す。
退院の可能性のある入院患者を把握し市町村の自立支援協議会専門部会等につなぎ、関係機関が協働で取り組む体制を支援する。

２．保健医療計画の策定に合わせ検討を行っていく予定。

平成２９年度の目標


